
事業評価の適正な実施について

水道施設整備事業の事前評価及び再評価
「水道施設整備事業の評価実施要領」（平成16年7月12日策定、平成23年7月7日改正）
「水道施設整備費国庫補助事業評価実施細目」 （平成16年7月12日策定、平成23年7月7日改正）

「水道事業の費用対効果分析マニュアル」（平成19年7月策定、平成23年7月改訂）
「水道施設整備事業の評価実施要領等解説と運用」（平成23年7月策定）
に基づき、適切に評価を実施

※事業評価の事例や知見の蓄積、総務省における政策評価の点検の結果（客観性担保評価活動）や
行政刷新会議「事業仕分け」における評価などを踏まえ、
平成23年7月、実施要領、実施細目、マニュアルを一部改正するとともに、解説と運用を新たに策定

対象
事業

○簡易水道等施設整備費補助金の交付を受けて実施する事業
○水道水源開発等施設整備費補助金の交付を受けて実施する事業
○水資源機構が実施する事業（厚労大臣がその実施に要する費用の一部を補助する者に限る）
※地域自主戦略交付金から、水道施設整備費に振り替わる事業も対象

事前
評価

事業費10億円以上の事業を対象に、事業の採択前の段階において実施

事業採択後5年を経過して未着手、10年を経過して継続中、10年経過以降は原則5年経過して継続中
の事業を対象に実施
なお、水道水源開発のための施設（海水淡水化施設を除く）の整備を含む事業は、本体工事等の着
手前に実施。ただし、この場合は以後10年間評価を要しない（平成21年4月より導入）
また、社会経済情勢の急激な変化等により事業の見直しの必要が生じた場合は、適宜実施

再評価

【１－８】

総務省の点検（認定活動）について
総務省による政策評価の内容点検

《 認定関連活動 》
《総務省による点検概要》
（１）総務省により各府省の政策評価について、「社会経済の実態を反映

していないのではないか」など評価の内容面の点検が行われる。
（２）疑問を抱いたものについて、各府省に事実関係や考え方の照会など

が行われる。
（３）疑問が解消しない場合には、必要に応じて評価のやり直しなどの必

要性が「認定」されることとなる。また、疑問が解消した場合でも、
この過程で明らかになった問題点は、各府省に改善を求められる。

《総務省による最近の公共事業に係る政策評価の点検結果》
●平成２２年度の点検結果（平成２３年８月２６日）
点検対象 ４省11事業124件
このうち、52件の評価について、個別課題の指摘あり。
厚生労働省関係は、簡易水道施設整備事業について４件の指摘あり。

●平成２３年度の点検結果（平成２４年３月３０日）
点検対象 ３省10事業51件
このうち、11件の評価について、個別課題の指摘あり。
厚生労働省関係は、特に指摘は無し。

《指摘事項の類型 （平成23年度点検結果からの事例）》
①計上する便益の算出過程に疑義
②計上する費用の算出過程に疑義
③評価結果に関する説明が不十分
④需要予測に疑義
⑤計上されている費用及び便益の現在価値に疑義
⑥費用として計上しないことに疑義
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事業評価の適正な水需要予測の実施

事業評価において、便益算定にあたっての将来の水需要予測が事業実施
又は継続の判断の可否に影響するような場合は、その予測が適切に実施さ
れなければならない。

マニュアル（※）では、便益算定の基礎となる人口、需要水量等の将来値は、
原則として直近の実績値や水使用実態を勘案した合理的な予測を行うも
のとしている。

また、客観的に見て妥当なものとなるよう以下の事項に留意することとし
ている。
・人口推計は、コーホート要因法など人口動態の実績に基づいて推計
・需要予測は、重回帰など、できるかぎり要因分析的な手法により推計

事業評価により算出された水需要予測は、次回の事業認可又は届出に
おける水需要予測の簡素化が可能となることに留意し、適正に算出する
こと。

※「水道事業の費用対効果分析マニュアル（平成23年7月改訂）」

国土交通省所管ダム事業における検証の動向①（中間とりまとめ）

中間とりまとめ 個別ダムの検証の進め方等
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国土交通省所管ダム事業における検証の動向②（中間とりまとめ）

中間とりまとめ 個別ダムの検証における新規利水の観点からの検討

2月4日現在、83ダム事業のうち、64ダム事業で検証が済み、このうち44ダム事業が継続、20ダム事
業が中止となった

直轄 機構 補助 合計

検証対象 ２５ ５ ５３ ８３

継続 １５ １ ２８ ４４

新桂沢ダム（北海道開発局）、三笠ぽん
べつダム（北海道開発局）、平取ダム（北
海道開発局）、サンルダム（北海道開発
局）、成瀬ダム（東北地方整備局）、八ツ
場ダム（関東地方整備局）、新丸山ダム
（中部地方整備局）、足羽川ダム（近畿地
方整備局）、横瀬川ダム（四国地方整備
局）、山鳥坂ダム（四国地方整備局）、大
分川ダム（九州地方整備局）、立野ダム
（九州地方整備局）、本明川ダム（九州地
方整備局）、鳴瀬川総合開発（東北地方
整備局）、鳥海ダム（東北地方整備局）

小石原
ダム

厚幌ダム（北海道）、駒込ダム（青森県）、簗川ダム（岩
手県）、最上小国川ダム（山形県）、儀明川ダム（新潟
県）、新保川ダム再開発（新潟県）、内ヶ谷ダム（岐阜
県）、鳥羽河内ダム（三重県）、河内川ダム（福井県）、
吉野瀬川ダム（福井県）、安威川ダム（大阪府）、金出
地ダム（兵庫県）、西紀生活貯水池（兵庫県）、切目川
ダム（和歌山県）、波積ダム（島根県）、庄原生活貯水
池（広島県）、平瀬ダム（山口県）、椛川ダム（香川県）、
和食ダム（高知県）、春遠生活貯水池（高知県）、五ヶ
山ダム（福岡県）、伊良原ダム（福岡県）、石木ダム（長
崎県）、浦上ダム（長崎県）、玉来ダム（大分県）、川内
沢ダム（宮城県）、矢原川ダム（島根県）、木屋川ダム
再開発（山口県）

中止 ４ ０ １６ ２０

戸草ダム（中部地方整備局）、荒川上流
ダム再開発（関東地方整備局）、吾妻川
上流総合開発（関東地方整備局）、七滝
ダム（九州地方整備局）

奥戸生活貯水池（青森県）、筒砂子ダム（宮城県）、大
多喜ダム（千葉県）、常浪川ダム（新潟県）、晒川生活
貯水池（新潟県）、黒沢生活貯水池（長野県）、駒沢生
活貯水池（長野県）、布沢川生活貯水池（静岡県）、北
川ダム（滋賀県）、武庫川ダム（兵庫県）、大谷川生活
貯水池（岡山県）、柴川生活貯水池（徳島県）、五木ダ
ム（熊本県）、タイ原ダム（沖縄県）、大和沢ダム（青森
県）、有田川総合（佐賀県）

※国土交通省HP資料より厚生労働省水道課で作成（2月4日時点）

ダム検証の状況

国土交通省所管ダム事業における検証の動向③
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